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原発事故後の環境放射線量減衰の実測値から早期避難解除の可能性について考

える 

                                          2024.10.5 若杉和彦 

 

１ まえがき 

  ２０１１年 3 月 11 日に発生した東電福島原子力発電所の事故は、広範囲の放射能汚染を引き

起こした。特に住民の長期避難や農水産物に対する風評被害等を発生させ、国民の反原子力世

論を強めることになった。しかし、福島県各地の環境放射線量は短期間に減衰し、健康に影響す

るレベルをはるかに下回ったことが実測されている。一方内閣府は原発事故発生後直ちに住民

避難指示を発したが、避難期間は数年から十数年まで長引き、長期避難に伴う被害を拡大させ

た。ここでは福島県各地で継続して観測された環境放射線量率測定結果を下に住民の被ばく量

を計算し、早期避難解除の可能性について論じる。 

 

２ 事故後の住民避難指示と解除の経緯 

原発事故発生直後、東電の緊急時体制の発令を受けて、政府は“原子力緊急事態宣言”を行

い、引き続き住民避難等の安全対策を以下のように発令（３）した。 

・3 月 11 日 15 時 42 分頃 東京電力は第 1 次緊急時態勢を発令 

・3 月 11 日 19 時 18 分 原子力緊急事態宣言 

・3 月 11 日 21 時 23 分 福島第一原発から半径 3km 圏内への避難指示 

・3 月 11 日 21 時 23 分 福島第一原発から半径 3～10km 圏内への屋内退 避指示 

・3 月 12 日 05 時 44 分 福島第一原発から半径 10km 圏内への避難指示   

（3 月 12 日 15 時 36 分 福島第一原発 1 号機による水素爆発） 

・3 月 12 日 18 時 25 分 福島第一原発から半径 20km 圏内への避難指示  

     ・４月２２日 避難区域（３区分）の設定（４） 

“計画的避難区域”：事故後 1 年間の被ばく線量の合計（積算線量）が 20 ミリシー 

ベルトになりそうな区域のうち、原発から 20km 圏外の区域（要避難区域） 

“緊急時避難準備区域”：原発から 20～30km 圏内で、緊急時に屋内退避か避難を 

要する区域 

“警戒区域”：原発から 20km 圏内で例外をのぞき立ち入りを禁止する区域（要避難 

区域） 

 避難解除(5)については、環境省の解除基準に従って２０１４年以降解除が進んでいる。表１及び

表２に示す通り、同年４月には田村市や川内村の一部、２０１５年には楢葉町、２０１６年には南相

馬市他が順次解除されてきたが、２０２４年の現在も全域解除にはなっていない。 
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表１ 避難指示解除の経緯 

 

            表２ 避難指示解除に伴う警戒区域等の設定 

 

３ 福島県各地の環境放射線量率の推移と早期避難解除の可能時期について 

 事故発生の２０１１年３月から２０１７年までの７年間について、福島県各地（南相馬市、福島市、

白河市及び飯館村）で継続して実測した環境放射線量率測定値を表３に、時系列的変化を図１に

それぞれ示す。測定値の出典は、福島県ホームページの「福島県放射能測定マップ」(1)による。た

だし、飯館村の２０１１年１０月５日以降については同村放射能測定チームの測定データ（平均値）

(2)によった。 

 事故発生直後の空間放射線量の変化については、福島県内 24 か所に設置されていたモニタリ

ングポストのほとんどが通信回線の断線や電源喪失等により使用不能になったが、県７方部（注）

の可搬式モニタリングポストが周辺環境の放射線情況を記録しており、測定結果を図２に示す（６）。 

  （注）県北（福島市）、県中（郡山市）、県南（白河市）、会津（会津若松市）、南会津（南会津町）、

相双（南相馬市）、いわき（いわき市） 

図２から、３月１２日午後に南相馬市の測定値に最初のピーク値 20μSv/h、１５日にはいわき市

で 23.7μSv/h のピーク値がそれぞれ計測された。前者は１号機のベントとその後の建屋水素爆

発、後者は２号機格納容器からの放射性物質の漏洩によるものと推測されている。また、福島市
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については、１５日夕方降った雨の影響により地表面に沈着した核種がゆっくり減衰したガンマ

線の影響と考えられる。いずれにしても、各地で観測された環境放射線量率はピーク時のみ高

いが、それはごく短時間であって、プルームの通過を待って急速に減少したと推測される。 

 住民の避難指示は年間 20mSv の被ばくを超えるおそれのある地区に対して行われた。従って、

年間線量 20mSv の被ばく割合を超えないことが分かった時点から避難解除できるものとして各地

の解除可能時期を表３から計算（詳細は後述する）して求めた。実際の避難解除に当たっては当

該施設が特定原子力施設と認定されたことや地域のインフラの復興等諸々の事情を配慮する必

要があるが、ここでは予想される被ばく線量のみに焦点を当ててその可能性を判断した。 

① 福島県各地の環境放射線量率は原発事故発生の数日後ピークに達し、その後急激に減少し

た。ピーク値はそれぞれ南相馬市 20μSv/h（３月１２日）、いわき市と福島市 24μSv/h（３月１

５日）、飯館村 21μSv/h（３月１８日）であった。また、年間の被ばく量 20mSv に相当する 1 時

間当たりの線量率 2.28μSv/h を下回ったのは、白河市３月１９日以降、南相馬市３月２１日以

降、福島市４月１０日以降、飯館村１０月５日以降であった。 

② 各地の線量率実測値から住民の年間被ばくが 20mSv を下回る時期を推定できる。被ばく量

を安全側に概算した結果、避難解除できる日はそれぞれ、白河市は事故発生１週間後（３月

１７日）、南白河市は同様に２週間後（３月２６日）、福島市は一か月半後の５月３０日、飯館村

は約１年後の２０１２年３月末となった。日毎の測定値を下に詳細計算を行えば、避難解除は

もっと早くできるはずである。 

③ 放射性物質を含んだプルームが通過したと思われる短い時間帯で各地の放射線量率がピー

ク値を示し、年間 20mSv に相当する 2.28μSv/h を大幅に超えたため、当時の避難指示はや

むをえなかったと思われる。しかし、その後の線量率減衰の実態を見きわめて迅速に避難解

除を行っていれば、多くの震災関連死や故郷の荒廃等諸々の原発事故の影響拡大を緩和で

きたし、その後の反原子力世論の拡大を防げたのではないかと考えられる。 

 

避難解除可能時期を算定する計算方法と結果について 

白河市：20mSv/y は週間あたり 384μSv/w に相当するが、３月１１日以来これを超えていないこと

が測定結果から分かっている。従って１週間後の３月１７日には避難解除できる。 

南相馬市：測定開始３月１２日から２週間後の３月２６日までの期間、被ばく量は１週間当たり 272

μSv/w となり、20mSv/y に相当する 384μSv/w を超えず、この 2 週間の被ばく総量は 1,232μ

Sv であった。１年間のうち残り 50 週（５２－２）の期間 3 月 27 日の線量率 1.01μSv/h が続いたと

安全側に仮定しても被ばく線量は 8,508μSv にしかならない。この二つを合算すると 1 年間の総

被ばく量は 9,740μSv/y となって 20mSv/y を超えない。従って、２週間後の３月２６日には避難解

除できる。 

 （注）20 mSv/y = 20,000μSv/y = 384μSv/w = 54.8μSv/d = 2.28μSv/h 

    なお、100 mSv/y = 11.4μSv/h、世界平均年間被ばく線量 2.4mS/y = 0.274μSv/h 

福島市：測定開始の３月１３日から約１か月後の４月１０日には２０ｍSv/y に相当する２．２８μ
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Sv/ｈを下回った。この１か月間の被ばく線量を合算すると 3,605μSv になる。次に４月１０日から５

月３０日までの５０日間の合計線量は 2,081μSv になり、この割合で残りの１１か月間被ばくすると

安全側に仮定すれば 14,826μSv になる。これらを合算すれば 16,907μSv になり年間 20mSv を

超えない。従って、事故発生１か月半後の５月３０日には避難解除できる。 

飯館村：測定開始の３月１７日から８月３０日までの約半年間２０ｍSv/y に相当する２．２8μSv/h

を超えており、１０月５日にやっとこれを下回った。この約半年間の被ばく線量は 24,192μSv であ

り、年間２０ｍSv のレベルを超えた。次に１０月５日から約半年後の２０１２年３月末までの被ばく

線量は 8,208μSv となり、このペースで被ばくが続いたとても年間 20mSv を超えることはないと判

断できる。従って、事故発生約１年後の２０１２年３月末には避難解除できる。 

 

 

         図１ 福島県各地の空間放射線量率測定値の時系列的変化 
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 図２ 事故直後の福島県７方部における空 

     間線量率の時間変化（６） 

 

            

 表３ 福島県各地の環境放射線量率 

（μSv/h） 

（注）参考文献１による。但し、飯館村の２０

１１年１０月５日以降の測定値は参考文

献２による。 

放射線量率の測定場所は、南相馬市

（相双地方）、南相馬合同庁舎駐車場、

福島市（県北地方）県北保健福祉事務

所事務局東側駐車場、白河市（県南地

方）：白河合同庁舎駐車場及び飯館村：

飯舘村役場 

 

４ 考察とまとめ 

 ２０１１年の東電福島原発事故は周辺地域に放射能汚染を広げた。このため住民の長期避難、

農林水産物に対する風評被害、震災関連死等甚大な被害を発生させたが、事故発生後１３年に

至る今まで放射線被ばくを直接原因とする犠牲者は皆無であった。しかし、被ばくの危険性をマス

コミ等が宣伝して国民の反原子力世論が強まり、結果として原子力発電の利用が遅々として進ま

ないことになった。このような事態に至った理由の一つは住民の強制避難が長引き、故郷の荒廃
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が進んだことではないか。もし、公的機関が住民の被ばく量は健康に影響が出るレベルではない

ことを環境放射線実測値に基づいて分析・公表し、避難の早期解除を行っていたならば事態は好

転したであろう。 

 原発事故後福島県各地で継続して実測された環境放射線量率は急速に減衰している。避難対

象は年間線量 20mSv を超える恐れのある地区とされたので、これを超える恐れのない時期につ

いて線量率実測値から避難解除可能時期を計算するとそれぞれ、白河市は事故後１週間目の２

０１１年 3 月 17 日、南相馬市は同じく２週間後の３月１６日、福島市は同じく１か月半後の５月３０

日、飯館村は同じく約１年後の２０１２年３月末となった。 

 避難のめやす 20mSv と各地の環境放射線量率測定値がそろっているのに、何故今まで早期解

除の検討が行われなかったのか不思議に思う。実際には検討されていたかも知れないが規制緩

和に対する一般からの反論や特定原子力施設に関する規制等の理由で放置されていたとすれ

ば大変残念である。 

なお、IAEA や米英の原子力規制には便益と不利益のバランスを取るべきとの思想が盛り込ま

れているが、日本の原子力規制にはこれがない。また、チェルノービリ原発事故の際の避難条件

（初期）には日本の 20mSv の 5 倍 100mSv が規定されていた。もし 100mSv が避難の目安にされ

ていたなら、事故後 1 週間を経ずして避難解除できたはずである。また、世界の自然放射線量は

土壌の違いによってバラツキがあり、被ばく量は世界平均年間 2.4mSv であるが、北欧ではこの約

2 倍、イランのラムサールやインドのケララ地方では年間数十 mSv の高さにある。しかし、これの

地方での白血病等がん発生率に異常はなく、それぞれ平穏に暮している。放射線に対する過剰

反応は原爆を経験した我が国特有ではなかろうか。 
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